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「（仮称）指定地域密着型サービス等の事業の人員、設備及び 

運営等に関する基準条例」等の概要 

１ 条例制定の背景 

「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整

備に関する法律（平成２３年法律第３７号）」及び「介護サービスの基盤強化のため

の介護保険法等の一部を改正する法律（平成２３年法律第７２号）」において介護保

険法等の改正がなされ、これまで厚生労働省令で定めることとされていた指定地域密

着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスの設備運営基準等について、市町

村の条例で定めることとなりました。 

条例は平成２５年４月１日に施行予定です。 

２ 根拠となる法律の条項 

・介護保険法第７８条の２第１項、第４項第１号、第５項 

第７８条の４第１項から第３項 

第１１５条の１２第２項第１号、第３項 

第１１５条の１４第１項から第３項 

３ 松戸市が制定する条例について 

今回松戸市が条例で定めることとなっている基となる省令 

 

  

・指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準 

            （平成１８年３月１４日厚生労働省令第３４号）別冊１ 

 

  

・指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着

型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準  

（平成１８年３月１４日号外厚生労働省令第３６号）別冊２ 
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４ 基準の類型について 

条例を制定するにあたり、次表に基づく必要があります。 

 法的効果 異なるものを定める許容程度 

従うべき基準 

（別冊１及び２

において網掛け

となっている部

分） 

必ず基準と適合しなければ

ならない。 

法令と異なる内容を定めることは

できないが、基準に従う範囲内で

の地域の実情に応じた内容を定め

ることは許容。 

標準 

（別冊１及び２

において下線が

引いてある部分） 

通常よるべき基準。条例内容

は国の基準を標準とする範

囲内でなければならない。 

合理的な理由がある範囲内で、地

域の実情に応じた「標準」とこと

なる内容を定めることは許容。 

参酌すべき基準 

（上記以外の部

分） 

条例の制定に当たり、国の基

準を十分参照し、妥当性を検

討した上で判断しなければ

ならない。 

国の基準を十分参照し、妥当性を

検討した結果であれば、地域の実

情に応じた内容を定めることは許

容。 

 

５ 条例案に対する考え方 

①事業者及び施設の指定基準 

今回の条例制定にあたっては、多くの条文において、松戸市の実情に国の基準を上

回る内容または異なる内容を定めるほどの特段の事情、地域性は認められないので、

原則として、国の基準に基づいて松戸市の条例を制定します。 

ただし、一部の参酌すべき基準の項目について、市独自の内容を盛り込み、地域密

着型（介護予防）サービスのさらなる質の向上に努めたいと考えます。 

 

②指定地域密着型介護老人福祉施設の入所定員（法第７８条の２第１項） 

 当該施設の入所定員は、国の基準の上限である、２９人以下とします。 

 

③申請者の資格に関する基準（法第７８条の２第４項第１号、第５項 

               第１１５条の１２第２項第１号、第３項） 

 申請者の資格は、「法人」である者とします。 
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６ 条例案の概要 

 １．地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準について 

地域密着型サービス基準の内容 条例案 松戸市の考え方 

第百三十二条 指定地域

密着型介護老人福祉施

設の設備の基準は、次の

とおりとする。 

一 居室 

イ 一の居室の定員

は、一人とするこ

と。ただし、入所者

への指定地域密着

型介護老人福祉施

設入所者生活介護

の提供上必要と認

められる場合は、二

人とすることがで

きる。 

 

 

 

 

 

一の居室の定員は、一人

とすること。ただし、入所

者への指定地域密着型介

護老人福祉施設入所者生

活介護の提供上必要と認

められる場合は、四人以下

とすることができる。 

 

 

 

 

 

地域密着型介護老人福

祉施設の低所得者の利用

について慎重に留意する

必要があることから、ユニ

ット型より利用料が低額

な多床室の設置が可能と

なるようにする。 

第百三十九条 （省略） 

２ 指定地域密着型介護

老人福祉施設は、一週間

に二回以上、適切な方法

により、入所者を入浴さ

せ、又は清しきしなけれ

ばならない。 

３ 指定地域密着型介護

老人福祉施設は、入所者

に対し、その心身の状況

に応じて、適切な方法に

より、排せつの自立につ

いて必要な援助を行わ

なければならない。 

 

指定地域密着型介護老人福

祉施設は、入居者が身体の清

潔を維持し、精神的に快適な

生活を営むことができるよ

う、一週間に二回以上、適切

な方法により、入浴させなけ

ればならない。ただし、やむ

を得ない場合には、清しきを

行うことをもって入浴の機会

の提供に代えることができ

る。   

指定地域密着型介護老人福

祉施設は、入所者に対し、そ

の心身の状況に応じて、適切

な方法により、排せつの自立

について必要な援助を行わな

ければならず、援助の際には

男女が一緒にならないよう配

慮すること。 

 

千葉県が介護老人福祉

施設の基準条例を制定す

る際に、入浴については、

「週２回以上、やむを得な

い場合清しきをもって代

えることも可とする」旨の

規定を設ける予定である

ことから、松戸市の地域密

着型介護老人福祉施設に

ついても同様とする。 

排せつについても「介助

の際に、男女が一緒になら

ないよう配慮する」旨の規

定を設ける予定であるこ

とから、このことについて

も同様とする。 
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地域密着型サービス基準の内容 条例案 松戸市の考え方 

第百六十三条 （省略） 

３ ユニット型指定地域

密着型介護老人福祉施

設は、入居者が身体の清

潔を維持し、精神的に快

適な生活を営むことが

できるよう、適切な方法

により、入居者に入浴の

機会を提供しなければ

ならない。ただし、やむ

を得ない場合には、清し

きを行うことをもって

入浴の機会の提供に代

えることができる。 

４ ユニット型指定地域

密着型介護老人福祉施

設は、入居者の心身の状

況に応じて、適切な方法

により、排せつの自立に

ついて必要な支援を行

わなければならない。 

 

ユニット型指定地域密

着型介護老人福祉施設は、

入居者が身体の清潔を維

持し、精神的に快適な生活

を営むことができるよう、

一週間に二回以上、適切な

方法により、入浴させなけ

ればならない。ただし、や

むを得ない場合には、清し

きを行うことをもって入

浴の機会の提供に代える

ことができる。 

ユニット型指定地域密

着型介護老人福祉施設は、

入居者の心身の状況に応

じて、適切な方法により、

排せつの自立について必

要な援助を行わなければ

ならず、援助の際には男女

が一緒にならないよう配

慮すること。 

上記の考えと同様 
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地域密着型サービス基準の内容 条例案 松戸市の考え方 

第三条の四十 （省略） 

２ 指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護事業

者は、利用者に対する指

定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護の提供に

関する次の各号に掲げ

る記録を整備し、その完

結の日から二年間保存

しなければならない。 

  （省略） 

 

 指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業者は、

利用者に対する指定定期

巡回・随時対応型訪問介護

看護の提供に関する次の

各号に掲げる記録を整備

し、その完結の日から五年

間保存しなければならな

い。 

 

事業者が不適切な介護

給付費の支給を受けた場

合には、介護給付費の返還

請求をすることとなるが、

返還請求権は地方自治法

の規定により５年と定め

られているため、記録など

の保存期限については５

年間とする。 

第１７条、第６０条、第８７条、第１０７条、第１２８条、第１５６条、第１６９条

（第１５６条準用）、第１８１条において、地域密着型全サービスについて同様の規

定が設けられているため、その条文についても第３条の４０の条例案に対応する条文

とする。 

（記録の保存期間  二年間保存⇒五年間保存） 

省令での規定なし。  

 指定地域密着型サービ

ス事業者は、法第七十条第

二項第六号が規定する役

員等が松戸市暴力団排除

条例（平成二十四年三月二

十九日松戸市条例第二号）

第二条第三号に規定する

暴力団員等であってはな

らない。 

 

松戸市では、暴力団の排

除に関して、市民の安全で

平穏な生活の確保及び事

業活動の健全な発展に寄

与することを目的に条例

を制定している。このこと

から介護保険に関する分

野においても、松戸市暴力

団排除条例の趣旨を踏ま

えた条文を含めることと

する。 
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２．地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密

着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する

基準について 

地域密着型介護予防サービス基

準の内容 

条例案 松戸市の考え方 

第四十条 （省略） 

２ 指定介護予防認知症対

応型通所介護事業者は、利

用者に対する指定介護予

防認知症対応型通所介護

の提供に関する次の各号

に掲げる記録を整備し、そ

の完結の日から二年間保

存しなければならない。  

   （省略） 

 

 指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業者は、

利用者に対する指定定期

巡回・随時対応型訪問介護

看護の提供に関する次の

各号に掲げる記録を整備

し、その完結の日から五年

間保存しなければならな

い。 

 

 事業者が不適切な介護

給付費の支給を受けた場

合には、介護給付費の返還

請求をすることとなるが、

返還請求権は地方自治法

の規定により５年と定め

られているため、記録など

の保存期限については５

年間とする。 

第６３条、第８４条において、介護予防小規模多機能居宅介護及び介護予防認知症対

応型共同生活介護について同様の規定が設けられているため、その条文についても第

４０条の条例案に対応する条文とする。 

（記録の保存期間  二年間保存⇒五年間保存） 

省令での規定なし。  

 指定地域密着型介護予

防サービス事業者は、法第

七十条第二項第六号が規

定する役員等が松戸市暴

力団排除条例（平成二十四

年三月二十九日松戸市条

例第二号）第二条第三号に

規定する暴力団員等であ

ってはならない。 

 

松戸市では、暴力団の排

除に関して、市民の安全で

平穏な生活の確保及び事

業活動の健全な発展に寄

与することを目的に条例

を制定している。このこと

から介護保険に関する分

野においても、松戸市暴力

団排除条例の趣旨を踏ま

えた条文を含めることと

する。 
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７ 参考資料 

・介護保険法（一部抜粋） 

（指定地域密着型サービス事業者の指定） 

第７８条の２ 第４２条の２第１項本文の指定は、厚生労働省令で定めるところによ

り、地域密着型サービス事業を行う者(地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介

護を行う事業にあっては、老人福祉法第２０条の５に規定する特別養護老人ホーム

のうち、その入所定員が２９人以下であって市町村の条例で定める数であるものの

開設者)の申請により、地域密着型サービスの種類及び当該地域密着型サービスの

種類に係る地域密着型サービス事業を行う事業所(第７８条の１３第１項及び第７

８条の１４第１項を除き、以下この節において「事業所」という。)ごとに行い、

当該指定をする市町村長がその長である市町村の行う介護保険の被保険者に対す

る地域密着型介護サービス費及び特例地域密着型介護サービス費の支給について、

その効力を有する。 

２、３ 略 

４ 市町村長は、第１項の申請があった場合において、次の各号(病院又は診療所に

より行われる複合型サービス(厚生労働省令で定めるものに限る。第６項において

同じ。)に係る指定の申請にあっては、第６号の２、第６号の３、第１０号及び第

１２号を除く。)のいずれかに該当するときは、第４２条の２第１項本文の指定を

してはならない。 

（１） 申請者が市町村の条例で定める者でないとき。 

（２）～（１２）略 

５ 市町村が前項第１号の条例を定めるに当たっては、厚生労働省令で定める基準に

従い定めるものとする。 

６～１１ 略 
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（指定地域密着型サービスの事業の基準） 

第７８条の４ 指定地域密着型サービス事業者は、当該指定に係る事業所ごとに、市

町村の条例で定める基準に従い市町村の条例で定める員数の当該指定地域密着型

サービスに従事する従業者を有しなければならない。 

２ 前項に規定するもののほか、指定地域密着型サービスの事業の設備及び運営に関

する基準は、市町村の条例で定める。 

３ 市町村が前２項の条例を定めるに当たっては、第１号から第４号までに掲げる事

項については厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、第５号に掲げる事

項については厚生労働省令で定める基準を標準として定めるものとし、その他の事

項については厚生労働省令で定める基準を参酌するものとする。 

（１） 指定地域密着型サービスに従事する従業者に係る基準及び当該従業者の員数 

（２） 指定地域密着型サービスの事業に係る居室の床面積 

（３） 小規模多機能型居宅介護及び認知症対応型通所介護の事業に係る利用定員 

（４） 指定地域密着型サービスの事業の運営に関する事項であって、利用又は入所

する要介護者のサービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の

保持等に密接に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

（５） 指定地域密着型サービスの事業(第三号に規定する事業を除く。)に係る利用

定員 

４～８ 略 

 

 

 

（指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定） 

第１１５条の１２ 略 

２ 市町村長は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当する

ときは、第５４条の２第１項本文の指定をしてはならない。 

（１） 申請者が市町村の条例で定める者でないとき。 

（２）～（１２） 略 

３ 市町村が前項第１号の条例を定めるに当たっては、厚生労働省令で定める基準に

従い定めるものとする。 

４～７ 略 
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（指定地域密着型介護予防サービスの事業の基準） 

第１１５条の１４ 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、当該指定に係る事業

所ごとに、市町村の条例で定める基準に従い市町村の条例で定める員数の当該指定

地域密着型介護予防サービスに従事する従業者を有しなければならない。 

２ 前項に規定するもののほか、指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防の

ための効果的な支援の方法に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスの

事業の設備及び運営に関する基準は、市町村の条例で定める。 

３ 市町村が前２項の条例を定めるに当たっては、第１号から第４号までに掲げる事

項については厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、第５号に掲げる事 

項については厚生労働省令で定める基準を標準として定めるものとし、その他の事

項については厚生労働省令で定める基準を参酌するものとする。 

（１） 指定地域密着型介護予防サービスに従事する従業者に係る基準及び当該従業

者の員数 

（２） 指定地域密着型介護予防サービスの事業に係る居室の床面積 

（３） 介護予防小規模多機能型居宅介護及び介護予防認知症対応型通所介護の事業

に係る利用定員 

（４） 指定地域密着型介護予防サービスの事業の運営に関する事項であって、利用

する要支援者のサービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の

保持に密接に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

（５） 指定地域密着型介護予防サービスの事業(第３号に規定する事業を除く。)に

係る利用定員 

４～８ 略 


